
「Tradeshift」とは



Tradeshiftとは？

承認

電子取引したい企業へ
「ともだちリクエスト」

電子文書の送受信などの基本的な機能は無料

相手企業がリクエストを承認
するとマッチングが成立。
即時に電子取引が可能

 190か国200万社が参加する、企業向けの商取引プラットフォームです。企業をマッチングし、請求書などの文
書やそれに係るメッセージのやり取りなどを一つのプラットフォーム上で実現します。
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Tradeshiftは双方の会社にメリット

従
来

出社 作成 紙出力 封入・投函

発行側(サプライヤー)

出社 受領 回覧

受取側(バイヤー)

印

会計システム
登録 紙保管配達 支払依頼

作成

Tradeshiftt

削減業務 作成 削減業務 削減業務 削減業務 受領 回覧 削減業務 電子保管削減業務 支払依頼
作成

データで送信

 発行側と受取側双方に、郵送費用などのコスト削減や業務の効率化などのメリットがあります。
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特徴① ブラウザで利用可能

スマホからも
操作が可能

 ソフトウェアのダウンロードなど、面倒な作業はいりません。ブラウザさえあれば利用が可能です。
 スマホからも操作が可能です。
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特徴② 直感的で使いやすい

一目瞭然な
文書ステータス

説明不要の文書フォーマット

スマホアプリの
ようなメニュー

 Tradeshiftの画面は誰でも直観的に使えるように設計されています。
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特徴③ 基本機能は何通でも無料

自社

仕入先

新しい仕入先/顧客を探す 無料

得意先
仕入先/得意先とつながる 無料

仕入先/得意先と文書の送受信する 無料

仕入先/得意先とメッセージ交換する 無料

他社のプロフィールを閲覧する 無料

自社のプロフィールを公開する 無料

無料

API連携する

無料

アカウントを作る

無料アプリを使う無料

拡張アプリを使う有料

自社システム

 Tradeshiftは高機能な拡張アプリを使う場合のみ有償です。
 基本的な機能(文書の送受信など)は何通でも無料でご利用いただけます。
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特徴④ 電子帳簿保存法に対応

電子帳簿保存法上の電子取引データ保存要件 Tradeshift

納税地 納税地で参照できればクラウドサービスも可

7年※ ※欠損金の繰越控除を利用している法人は最長9年

関連書類の備付け 例：電子計算機処理システムの概要を記載した書類等 ※2

見読性の確保 例：ディスプレイ、プリンタ、操作説明書を用意する等 ※2

検索性の確保
※1

1）取引年月日、その他の日付、取引金額その他の国税関係帳簿の
種類に応じた主要な記録項目を検索の条件として設定できること

2）日付または金額に関わる記録項目については
その範囲を指定して条件を設定できること

3）二つ以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定できること

A）タイムスタンプが付された後の授受

B）受領後遅滞なくタイムスタンプを付す

C) データの訂正削除を行った場合にその記録が残るシステムまたは訂正削除ができないシステムを利用

D) 訂正削除の防止に関する事務処理規定の備付け

保存場所

保存期間

要件

全て充足が
必要

措置

※1 令和４年１月１日施行の改正により、③検索性の確保は緩和され、２) ３) は電磁的記録の
ダウンロードの求めに応じることができる場合は不要です。

※2 自社で準備する必要がございます。

 電子帳簿保存法に定められている電子取引データの保存要件を全て満たしています。請求
書の紙保管が不要です。
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特徴⑤ インボイス制度に対応

①適格請求書発行
事業者の氏名又は
名称及び登録番号

⑤税率ごとに区分した
消費税額等

④税率ごとに区分して合計した
対価の額（税抜き又は税込み）

及び適用税率

⑥書類の交付を受ける
事業者の氏名又は名称

③取引内容
（軽減税率の対象である旨）

②取引年月日

 インボイス制度で求められる適格請求書に対応しています。
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①適格請求書発行
事業者の氏名又は
名称及び登録番号



特徴⑥ 堅牢なセキュリティ

 ISO 27001
 ISO 27001は、組織が保有する情報にかかわるさまざまなリスクを適切に管理し、組織の価
値向上をもたらすISMSの国際規格です。

SOC 1 (SSAE16/ISAE3402)
SOC 1 監査は、データとネットワークセキュリティ、論理的セキュリティ、バックアップと
復旧の手続き、システムの可用性、アプリケーション開発、顧客の認証を含む管理体制につい
て徹底した監査が行われたことを証明します。

SOC 2
企業のITガバナンスにおける統制の有効性や効率性を評価するもの。規準にはセキュリティ、
可用性、処理の整合性、機密保持、プライバシーなどの項目にわたっています。

その他仕組み上のセキュリティ対策
• 電子文書の送信時に同データをグローバル8拠点に同時バックアップ
• 文書データは企業アカウント(テナント)毎に管理され、他社アカウントとは分離保管されている

 Tradeshiftは以下のセキュリティ・認証機関の審査をクリアしています。
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Tradeshiftを利用した、弊社指定請求書の電子化へご協力いただきたく、

よろしくお願い申し上げます。


